ワ　ク　チ　ン　接　種　推　進　課
市町村支援グループ 
１　新型コロナウイルスワクチン接種体制確保事業
予算額・決算額は接種推進グループにて一括計上

　市町村のワクチン接種にかかる接種体制の構築を支援するとともにワクチン接種の促進を図った。
１）ワクチン接種体制の確保
１．広域調整の実施
    新型コロナウイルス感染症にかかるワクチンの円滑な接種を実施するため、府域全体で必要な調整事項について協議するため、「大阪府新型コロナウイルス感染症ワクチン接種連絡会議」を１回開催した。

　　ワクチン接種事業を進めるにあたり、複数市町村にまたがる調整事項が生じた場合など、都道府県の助言及び調整が必要となった際に大阪府が広域調整を行うため、「大阪府新型コロナワクチン接種調整ワーキンググループ」を２回開催した。

２．市町村事務に係る調整等
①　国から大阪府に割り当てられたワクチン（医療従事者用を除く）について、下記のとおり府内市町村への割当を行った。
	
	ファイザー社
	武田/モデルナ社
	計

	
	箱数
	接種可能回数
	箱数
	接種可能回数
	接種可能回数

	初回接種用
	9,323箱
	10,847,265回
	―
	―
	10,847,265回

	追加(3回目)接種用
	3,401箱
	3,979,170回
	21,595箱
	3,239,250回
	7,218,420回

	小児接種用
	8,114箱
	811,400回
	―
	―
	811,400回


　　※１ファイザー社ワクチンは１箱で1,170回（ただし、初回接種用第4クール配送分までは1箱で975回） 接種可能、武田/モデルナ社ワクチンは1箱で150回接種可能、小児接種用ファイザー社ワクチンは1箱で100回接種可能として接種可能回数を算定
　　※２小児接種用ファイザー社ワクチンを除き、大阪府使用分を含む
　　※３武田/モデルナ社ワクチンは追加接種用第７クールまで、小児接種用ファイザー社ワクチンは第４クールまでの割当量

②　ワクチン接種に係る国庫負担金及び国庫補助金について、府内市町村からの交付申請等をとりまとめ厚生労働大臣へ進達するとともに、厚生労働大臣からの交付決定額等を府内市町村へ通知した。
（交付決定額）
新型コロナウイルスワクチン接種対策費国庫負担  　      ：43市町村      　合計　45,979,143,166円
うち令和３年度（本省繰越分）要綱分               　小計  32,970,467,248円
うち令和３年度要綱分                               小計  13,008,675,918円
新型コロナウイルスワクチン接種体制確保事業費国庫補助金：42市町村        合計  62,722,429,000円



うち令和３年度（本省繰越分）要綱分

 小計　14,427,230,000円



うち令和３年度要綱分



 小計　48,295,199,000円

③　ワクチンの接種に従事する看護師が不足している市町村に対して、公益社団法人大阪府看護協会が実施した研修を受講した看護師等を斡旋するよう同協会へ委託した
斡旋先市町村数：13市町
斡　旋　人　数：187人
④　幅広い世代への情報発信とともに、20代及び30代の接種促進への気運醸成を図るため、SNSを活用したワクチン接種促進キャンペーンを実施した。
３．職域接種の推進
ワクチン接種に関する地域の負担を軽減し、接種の加速化を図るため開始された職域接種について、職域接種サポートチームを設置し企業等からの相談対応を行うとともに、関西経済連合会と共催で職域接種に関する説明会を開催する等、その実施を推進した。

２　新型コロナウイルスワクチン個別接種促進支援事業　【国庫補助率：10/10】
予　算　額　32,258,702千円
決　算　額　11,904,240千円
１）個別接種・職域接種に係る支援策　　　　
１　個別接種及び職域接種促進のための支援
　新型コロナウイルスワクチン接種回数の増加を図るため、ワクチン接種を行った医療機関に対して協力金を支給するとともに、中小企業等に対して職域接種の体制整備に要する費用の一部を補助した。
（事業内容等）
	区　分
	対　象
	内　容
	交付額

	①
	診療所における
接種回数の底上げ
	診療所
	週100（150）回以上の接種を４週間以上行う場合

▶　２千円（３千円）／回を交付
	8,407,003千円

	②
	接種施設数の増加
	診療所
病　院
	50回以上／日の接種を行う場合

▶　100千円／日（定額）を交付
	1,611,500千円

	③
	病院における
接種体制の強化
	病　院
	特別な体制を組んで、50回以上／日の接種を週１日以上、４週間以上行う場合
▶　医師7,550円、看護師等2,760円(１人１時間あたり単価) を交付
	1,613,541千円

	④
	職域接種に対する
支援策
	中小企業
大学等
	外部の医療機関が出張して実施する職域接種で、以下のいずれかの場合
· 中小企業が商工会議所、総合型健保組合、業界団体等複数の企業で構成される団体を事務局として共同実施するもの
· 大学、短期大学、高等専門学校、専門学校の職域接種で所属の学生も対象とし、文部科学省が定める地域貢献の基準を満たすもの
▶　１千円／回を上限に実費補助
	156,068千円


※①～③の事業実施にあたり生じた事務の一部について、民間業者に委託して実施

